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北海道大学サステナビリティウィーク２０１０関連イベント
環境省地球環境研究総合推進費E-0804主催

公開シンポジウム

「都市・農村の地域連携を基礎とした
低炭素社会のエコデザイン」

2010年11月1日 札幌、北海道大学 学術交流会館第1会議室

・北海道大学大学院農学研究院/農学院
大崎満

「北海道自立に向けて」



「北海道自立へ向けて」
なぜ自立か？

地球規模課題
・安いエネルギーの枯渇
・気候変動に生物生産の不安定化
・土壌・水・生態資源の劣化・土壌・水・生態資源の劣化

国内課題
・道州制、地域の自立（国家財政の危機）
・自由貿易協定（一次産業の崩壊の危機）
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エネルギー利益比
EPR (Energy  Profit Ratio)

1)Oil &  gas US
1940s: discovery >  100.0
1970s: production 23.0、discovery 8.0
2)Coal US  (mine  mouth)
1950s: 80.0
1970s: 30.0
3)Oil  shale: 0.7 ~ 13.3
4)Oil  sand: 1.5
5)Coal  liquefaction: 0.5 ~ 8.2
6)Geopressured  gas: 1.0 ~ 5.0

EPRのリスト:  石井吉徳２００６（C.Clevelad, R.Heinberg,  O.Amanoなどか
ら）

エネルギー収支比：

EPR＝ 出力エネルギー／入力エネルギー

http://www007.upp.so-net.ne.jp/tikyuu/oil_depletion/netenergy.html
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Net primary production increased 6% (3.4 petagrams of carbon 
over 18 years) globally during 1982 to 1999

Ramakrishna R. Nemani, et al： Climate-Driven Increases in Global Terrestrial Net 
Primary Production from 1982 to 1999. Science 300, 1560 (2003);

We present a global investigation of vegetation responses to climatic changes by analyzing 18 years (1982 to 1999) of both
climatic data and satellite observations of vegetation activity. Our results indicate that global changes in climate have eased
several critical climatic constraints to plant growth, such that net primary production increased 6% (3.4 petagrams of carbon
over 18 years) globally. The largest increase was in tropical ecosystems. Amazon rain forests accounted for 42% of the global
increase in net primary production, owing mainly to decreased cloud cover and the resulting increase in solar radiation.



Net primary production decreased 1% (0.55 petagrams of carbon 
over 10 years) globally during 2000 to 2009

Maosheng Zhao, et al.: Drought-Induced Reduction in Global 
Terrestrial Net Primary Production from 2000 Through 2009 Science 
329, 940 (2010)

The past decade (2000 to 2009) has been the warmest since instrumental measurements began, which could imply
continued increases in NPP; however, our estimates suggest a reduction in the global NPP of 0.55 petagrams of carbon.
Large-scale droughts have reduced regional NPP, and a drying trend in the Southern Hemisphere has decreased NPP in
that area, counteracting the increased NPP over the Northern Hemisphere.
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オガララ帯水層

総面積
450,000km²

(日本の国土面
積の1.2倍）

・地球温暖化：水資源不足

水の枯渇

塩の集積



土壌浸食
in 中国

・環境劣化：土壌劣化



水不足



地下水灌漑

ヒ素汚染



砒素汚染
in

バングラデッシュ

・地球温暖化：水資源不足

Source: BGS, 2001

N
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アメリカ型：石油依存型農業

アメリカ型：石油依存型農業の成立要因と特徴

・化石燃料（大型機械）

・単作（農薬）

・大陸型の平坦な地形（大型機械）・大陸型の平坦な地形（大型機械）

・土壌肥沃土が高くない（化学肥料で補う）

・水が比較的少ない

・過剰生産・押し売り（日本等自給率低下）

曲がり角
1）安い石油資源の枯渇
2）環境劣化（気候変動、土壌・水資源劣化）



「The World Food Outlook」
（ケンブリッジ大学出版局、1997)

（日本語訳「世界食料の展望 21世紀の予測」（農林統計協会））

・世界銀行国際経済局・穀物政策分析課主任エコノミストDonald 
O. Mitchell、

・同国際貿易局・穀物政策分析課エコノミストMerlinda D. Ingc

・オーストラリア国立大学国家開発研究センターRonald C. 
DuncanDuncan

「世界の食料事情はほとんどの消費者にとって、急速に改善され
つつあるのが実態である。世界中で主要な食料の基幹となって
いる穀物の収穫量は、1950年以降、年率2.7%で増加している。
」とし、2010年まで、遺伝子操作、肥料投下の増加、灌漑面積
の拡大で、1950-90年と同様な高い生産性が得られると、世界穀
物モデルのシュミレーションで示しました。



世界穀物生産量の増加率（％）

荏開津典生（エガイツ フミ
オ）：「農業経済学（第3版
版）」（岩波書店）p.129
(2008)



Prof. Dr. Hartwig de Haen
Georg-August-Universität Göttingen

16 Nov. 2007



全球の穀物生産増加率と生産効率

Julian M. Alston,1, Jason M. Beddow, Philip G. Pardey: Policy
ForumAgriculture:Agricultural Research, Productivity, and Food Prices in the Long Run. 
Science 4 September 2009:Vol. 325. no. 5945, pp.



アメリカ合衆国の研究・生産投資の増加率

Julian M. Alston,1, Jason M. Beddow, Philip G. Pardey: Policy
ForumAgriculture:Agricultural Research, Productivity, and Food Prices in the Long Run. 
Science 4 September 2009:Vol. 325. no. 5945, pp.



New Plant Type
（超多収米）

Khush, Gurdev S.: Breaking the 
Yield Frontier of Rice, 
GeoJournal, 35.3, 329-332, 
1995



農業基盤の危うさ！

・安い化石エネルギーの不足

・地球温暖化：水資源の不安定化

・環境劣化：土壌劣化

・増産技術の飽和化
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低炭素自立型北海道のモデル構築

年間エネルギー消費(石油万Ｋｌ相当）

新・再生可能エネルギー賦存量概算（石油万Ｋｌ相当）

電力 340 
暖房用燃料(灯油等） 200
ガソリン 250
軽油 250

合計 1040

自立北海道

北海道は豊かな地産地消型
エネルギーで低炭素社会デザイン
未利用排他的経済水域の海洋開発
で余剰エネルギー獲得

エネルギー
自立

年間一兆円規模のエネルギーコスト

普及戦略シナリオの作成

経済自立

新・再生可能エネルギー賦存量の精査

風力発電(陸域） 220
バイオマス（農地） 60
バイマス（森林） 150
バイオマス（廃棄物） 60
地熱（可採量） 115
水力（小中型） 135
太陽光（発電＋熱） 60

小計 800

未利用海洋エネルギー ～200

合計 ~1000

地域自立

年間一兆円規模のエネルギーコスト
節約と低炭素エネルギー生産道産品
の付加価値による市場競争力増大、
地場クリーンエネルギー事業

地域低炭素エネルギー産業の育成
による地場産業の育成、雇用増大

成果は？

SGP report by N. Tanaka



Jühnde 村



バイオガスプラント



Energy forest
Energy forest

Living area

エネルギーファーミングエネルギーファーミング
in in ドイツドイツ

イ
メ
ー
ジ
を
表
示
で
き
ま
せ
ん

1  Thermal and Power unit (Biomass, Wind, Solar)    2  Pelleting, Oil mill, Ethanol unit
3  Animal husbandry    4 Biogas unit    5  Administration

Energy
crops



Nordic Folkecenter
Preben Maegaard



Preben Maegaard



「北海道自立へ向けて」
何の自立か？

・食料
・エネルギー・エネルギー
・経済
1）生産基盤（6次産業化）
2）社会基盤（生活、文化）



生産系と消費系の基本複合モジュール

消費系（廃棄系）
都市

燃料生産
工場

原料
（燃料植物，廃棄物）生産系（有機系）

農・林・畜・水産

食料
食品加工場

エネルギー

原料
（廃棄物）

電気（自然エネルギー。風力，太陽，等）

都市

食料生産
エネルギー原料生産
残渣処理

工場

食料生産，エネルギー生産，これらに伴
う廃棄物を考える。

エネルギー

燃料残渣

大量消費
有機廃棄物排出

エネルギー

北海道

肥料

北海道大学サステイナビリティ学教育研究セ
ンターの研究グループ作成



農・畜・林・水サブモジュール間の関係

燃料生産
工場

廃棄物
農

モジュール

食料

エネルギー

残渣

加工場

エネルギー

肥料

燃料生産
工場

廃棄物

ふん尿畜
モジュール

食料
加工場

燃料生産

燃料植物

都

市

モジュール
エネルギー

残渣
肥料

燃料生産
工場

セルロース

林
モジュール

食料

エネルギー

残渣

加工場

燃料生産
工場

海草、廃棄物
水

モジュール

食料

エネルギー
残渣

加工場

肥料

燃料生産
工場 北海道大学サステイナビリティ学教育研究セ

ンターの研究グループ作成



2030年北海道の自立ポテンシャル

現状
2005年ベース
石油価格：＄６１/バレル
人口：５６０万人

自給率
・食料
・エネルギー（バイオマス）
・飼料
・肥料（N,P)

２０３０年

ケース１ 石油価格高騰（＄１２４/バレル）：食
料、燃料、飼料、肥料価格の高騰

＋人口減少（１．５割減）

ケース２ ＋バイオマス徹底利用

・林業（人工林）の健全化と間伐材の
利用

・燃料作物（ヤナギ）の導入＋未利用
農業経営
・コスト
・所得
・作業時間

生態系サービス
・CO2排出量、削減・吸収量

経済的自立
・炭素クレジット

・燃料作物（ヤナギ）の導入＋未利用
地（原野）の利用

・農業（耕畜）残渣・廃棄物の循環利
用＋耕作放棄地の利用

・家庭残渣・廃棄物の循環利用

ケース３ ＋炭素クレジット導入

・3千円/CO2-tonと仮定

対象地域：北海道全体
総合振興局（支庁）別
市町村別北海道大学サステイナビリティ学教育研究セ

ンターの研究グループ作成



2030年北海道の自立ポテンシャル
現状（2007年ベース） ２０３０年

＄60/バレル
560万人

石油価格高騰（＄133/バレル）
＋人口減少（1.5割減）

バイオマス徹底利用

炭素クレジット導入

食料自給率(%) １９７ ２２６ ２６３

エネルギー自給率
（バイオマス）(%)

０～２ ０～２ ２５

飼料自給率(TDN)(%) ４０～５０ ４０～５０ ９８飼料自給率(TDN)(%) ４０～５０ ４０～５０ ９８

肥料N自給率(%) ０～７ ０～７ ８６

肥料P自給率(%) ０～３ ０～３ ４５

農業コスト増減（億円） ６７８４基準
（10527-3743）

７８６増 ３６３減

農業所得（億円） ３７４３ ２０％減 １０％増

CO2削減＋吸収（万CO2-ton） ー ー ２５１２(1002+1510)

CO2発生量（万CO2-ton） ５９２７(2005年) ５５６７ ３０５５(50%削減)

炭素クレジット（億円） ー ー ７５４

農業作業時間(hr) ？倍検討中北海道大学サステイナビリティ学教育研究セ
ンターの研究グループ作成



2030年市町村別評価

需要過多
（自給率
100%未満）

供給過多
（自給率
100%以上）

①食料
食料供給－食料需要
（カロリーベース）

+

- 旭川市

北海道大学サステイナビリティ学教育研究セ
ンターの研究グループ作成

札幌市

帯広市

北見市



2030年北海道自立へのポテンシャル
・食料(263%)・飼料(98%)・肥料(86%)の自給可能
・エネルギー（バイオマス）自給率２５％
（需用：電力22%、熱32%、燃料31%）
・CO2排出量５０％削減の可能性あり（削減＋吸
収）収）
・バイオマス徹底利用により、石油価格高騰によ
る農林業コスト増を抑制、コスト減への転換可
能
・炭素クレジットの導入により経済的自立の可能
性有？単価3千円/tonをどこまで高く？

北海道大学サステイナビリティ学教育研究セ
ンターの研究グループ作成



持続的自律北海道
-モザイクモデル-

生態系サービス対価
・人材供給
・エコツーリズム・ヒーリング
・クレジット（環境、生態系、炭素）

農村
サービス補完

森水連携

農水連携農森連携
農（耕畜業）

森（林業） 水（漁業）

都市

生産物
・食料
・バイオマスエネルギー

モザイク
モデル

生態系サービス
・エコロジカルフット
プリント（EF）
・CO2吸収
・水保全
廃棄有機物供給

有機物・エネルギー補完

北海道大学サステイナビリティ学教育研究セ
ンターの研究グループ作成



2030年北海道自立への条件（提言）
・農村地域のバイオマス徹底利用システムの構築
・都市ー農村連携による有機物・エネルギー補完と
サービス補完

農村側
①林業（人工林151万ha）の
再生（378→800万m3/年の用

都市側
①木材の利用率向上、
木質生活への移行

制度など
①国有林・私有林の
地域連携利用再生（378→800万m3/年の用

材生産：ドイツ並み）
②燃料作物（ヤナギなど）栽
培・利用システムの構築、
未利用地の徹底利用（北欧
③耕畜林水産業の有機物循環
システム確立（飼料・肥料
の自給構造）
④6次産業化
⑤地域一次産業技術・地域知
の復活

木質生活への移行
②生態系サービスに対
する対価供給（炭素ク
レジット、生態系オフ
セットなど）
③農林業への人材派遣
長期滞在、農業体験、
臨時就農、援農
④家庭からなどの有機
廃棄物の農村への還元
システム確立

地域連携利用
②co2クレジット単
価3万円/co2-ton
は可能か？
③持続的生態系管理
保障制度

北海道大学サステイナビリティ学教育研究セ
ンターの研究グループ作成
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食料・農業・農村白書
農林水産省 編
平成19年版

～21世紀にふさわしい
戦略産業を目指して～



食用油 バイオディーゼル



Hamburger connection
in Brazil

9 m2



The Greenhouse Hamburger

N.フィアラ「グラフで見る牛肉消費と温暖化ガス」

日経サイエンス2009年5月



食肉消費による温
暖化ガス排出

N.フィアラ「グラフで見る牛肉消費と温暖化ガス」

日経サイエンス2009年5月



北海道大学北方生物圏フィールド科学センター
静内研究牧場

林間地放牧：森林、草地、耕地、水系等を含
めた一つの傾斜地生態系での家畜生産



山地酪農



食の杜



Organic Food Expo Uljin Korea 2009



Fermentation for Crop Health



Sake 600



自然派ワイン
bio-wine



自然派ワイン
bio-wine



ご静聴ありがと
うございます

天目山脈の
12,000歳の銀杏


